９６６年）１２月７日には，琉球政府行政主席が，本土の原爆医療

法に準拠して「原子爆弾被爆者の医療等に関する実施要綱（１９６

６年告示第４１３号）」を発表し，同要綱に基づき被爆者健康手帳

の交付，患者の治療等が実施され，特別手当や健康管理手当等の支

給については，昭和４４年（１９６９年）１月１４日，上記行政主

席が告示した「原子爆弾被爆者に対する特別措置に関する実施要

綱」に基づき実施されるようになったことが認められるのである。

　このような経過に照らせば，沖縄における被爆者援護対策は，上

記の要綱等に基づき沖縄地域に関する琉球政府の政策として同政府

の権限によって行われたというべきであり，アメリカ合衆国施政権

下の沖縄に対して被控訴入国が原爆２法を適用したとする控訴人ら

の主張は認められない。

　また，控訴人らは，日本国内の被爆者に比して，不当に在外被爆

者の権利を侵害するものであって，合理的な理由のない差別にほか

ならないとして，憲法１４条及びB規約２６条に違反する旨主張す

る。しかし，憲法１４条１項もB規約２６条も，いずれも合理的理

由のない差別を禁止する趣旨のものであって，各人に存在する経済

的，社会的その他種々の事実関係上の差異を理由としてその法的取

扱いに区別を設けることは，その区別が合理性を有する限り，何ら

これらの規定に違反するものではないと解される（最高裁判所昭和

３７年(ｵ)第１４７２号昭和３９年５月２７日大法廷判決・民集１８

巻４号６７６頁，同平成３年（ク）第１４３号平成７年７月５日大法廷

決定・民集４９巻７号１７８９頁参照）。本件では，前記のとおり，

申請者が日本国内に居住若しくは現在することによって必要な手続

や審査を適正，円滑に行うことができるという実質的な理由の存在

が認められることからすれば，原則として，申請に当たっては日本

　　国内に居住又は現在することを前提とし，来日することができる者

　　に対して来日を求めることには，一応の合理性が認められるという

　　べきであって，控訴人らのこの点の主張は認められない。

（２）４０２号通達に基づく損害賠償責任について

　ア（ｱ）前記２（二）で認定した事実及び証拠（乙３４ないし３７）によれ

　　　ば，昭和４９年（１９７４年）７月２２日付けで，４０２号通達

　　　が発出されたこと，４０２号通達は，同年６月１７日に公布され

　　　た原爆２法の一部改正法（昭和４９年法律第８６号）の施行につ

　　　いて，事務次官通知と併せて発出されたものであるが，原爆特別

　　　措置法に定める特別手当及び健康管理手当の支給要件の変更に絡

　　　める形で，「特別手当受給権者が都道府県等の区域を越えて居住

　　　地を移した場合には，従来は失権することとされていたが，今回

　　　の改正により当該事由によっては失権しないこととするとともに，

　　　これらの者は原爆特別措置法施行規則第１１条の規定により新居

　　　住地の都道府県知事等に居住地変更の届出をすることとされ，ま

　　　た，当該届出を受理した都道府県知事等は，当該特別手当受給権

　　　者の従前の居住地の都道府県知事等に文書でその旨を通知するこ

　　　とと改められたこと。この場合において，特別手当受給権者に支

　　　給すべき特別手当は，その者が居住地を移した日の属する月まで

　　　は従前の居住地の都道府県知事等が支給し，その翌月からは新居

　　　住地の都道府県知事等が支給する取扱いとするので，手当の支給

　　　事務を円滑に行うよう十分留意するとともに，被爆者にこの旨周

　　　知されたいこと。」とした上，続けて，「なお，特別手当受給権

　　　者は，死亡により失権するほか，同法は日本国内に居住関係を有

　　　する被爆者に対し適用されるものであるので，日本国の領域を越

　　　えて居住地を移した被爆者には同法の適用がないものと解される

ものであり，従ってこの場合にも特別手当は失権の取扱いとなる

こと。」（第二，１（６））と定め，健康管理手当についても，「健

康管理手当受給権者が都道府県等の区域を越えて居住地を移した

場合には，従来は失権することとされていたが，特別手当の場合

と同様に，今回の改正により当該事由によっては失権しないこと

とするとともに，これらの者は原爆特別措置法施行規則第２８条

第１項において準用する第１１条の規定により新居住地の都道府

県知事等に居住地変更の届出をなすこととされたこと。なお，こ

の場合の事務取扱いは第二の１（６）を参照されたいこと。」（第二，

２（５））としていることが認められる。

　そして，前記２（二）及び３（二）で認定した事実，証拠（甲３７，３

８，４０，４１，４４ないし４７，１０４，乙１９，３２ないし

３７）及び弁論の全趣旨によれば，次のとおりの各事実が認めら

れる。

a　これは，従来，原爆特別措置法の施行規則で，上記各手当の

　受給権者が都道府県等の区域を越えて居住地を移した場合には，

　従前の権利は失権したものとされて，新居住地において改めて

　被爆者健康手帳の交付申請を行うなどの手続を経なければなら

　なかったものを，昭和４９年（１９７４年）９月１日施行の原

　爆特別措置法の施行規則の一部を改正する省令によって，新居

　住地の都道府県知事等に対する居住地変更の届出をすれば足り

　るものと改めることに伴うものであって，上記の昭和４９年法

　律第８６号自体は，そのような取扱いの変更に関する改正規定

　を定めたものではないこと。また，上記のような従来の取扱い

　については，法律に明確に定められていたわけではなく，その

　法的根拠は疑わしいものであったこと。

b　在韓被爆者に対する原爆２法の適用に関しては，被控訴人国

　は従前から否定的であったところ，前述のとおり，孫振斗訴訟

　で，昭和４９年（１９７４年）３月に福岡地方裁判所が，原爆

　の被爆者でさえあれば，たとえその者が外国人であっても，日

　本国内に現在することによって原爆医療法の適用を受け得るも

　のと解されるとして，日本に不法入国した在韓被爆者からの被

　爆者健康手帳の交付申請を却下した処分を取り消す旨の判決を

　した後には，「治療目的で適法に入国し１か月以上滞在してい

　る者は日本社会の構成員」に当たると態度を変更し，同年７月

　２５日には，東京都知事からの照会に対して，公衆衛生局長名

　で，「原子爆弾被爆者の医療等に関する法律の適用に当たって

　は，国籍の如何を問わない。日本国に入国した外国人に対する

　同法の適用については，その立法趣旨にかんがみ，日本国内に

　居住関係を有することが必要である。本件については，日本に

　おける在留期間，その滞在目的等から総合的に判断するに，同

　法に基づき被爆者健康手帳を交付して差し支えないものと思料

　する。」旨の回答をし，これにより，在韓被爆者である辛泳洙
　氏（援護協会の会長）に対して，日韓条約締結後，初めて被爆

　者健康手帳が交付されたこと。

c　この事実や上記判決等によって，それまで認められていなか

　った在韓被爆者に対する被爆者健康手帳の交付の途が開かれ，

　在韓被爆者にも原爆２法による救済が可能になるものとの期待

　が高まったこと。

d　その後，昭和５０年（１９７５年）７月１７日に，福岡高等

　裁判所でも孫振斗訴訟の１審の判断が維持されると，被控訴人

　国は，「入国目的を問わず適法な入国後概ね１か月以上滞在し

　　ていれば居住関係がある。」（昭和５０年９月１日厚生省公衆

　　衛生局長回答）とし，更に，昭和５３年（１９７８年）３月３

　　０日，最高裁判所でもこれが維持されると，「日本に現在する

　　限り，その理由を問わない。」（昭和５３年４月４日厚生省公

　　衆衛生局長通知）と改めたこと。

　e　このように，被控訴人国は，孫振斗訴訟での裁判所の判断が

　　示されるに連れて，在外被爆者に対する被爆者健康手帳の交付

　　要件の解釈，取扱いについての方針を変更している一方で，日

　　本国の領域を越えて居住地を移した被爆者には原爆特別措置法

　　は適用されず，被爆者健康手帳も手当の受給資格も失権となる

　　（したがって，再来日しても，改めて申請手続を行わなければ

　　ならない。）旨の４０２号通達は，被爆者援護法が制定された

　　後も，平成１５年３月まで変更することなく維持され，行政実

　　務においてもこの通達に従った取扱いが続けられていたこと。

　f　孫振斗訴訟の上記各判決や辛泳洙氏に対する被爆者健康手帳

　　の交付を契機に，在外被爆者からの手帳の交付や各種手当の支

　　給に係る申請が増大するものと考えられたが，実際には，在外

　　被爆者からの被爆者健康手帳の交付申請等が一挙に増大すると

　　いうことはなく，昭和５３年に上記最高裁判決が出された後も

　　同様であり，その原因は，わざわざ来日して被爆者健康手帳の

　　交付を受けても，４０２号通達により，日本から出国すれば

　　「被爆者」としての権利を失い，健康管理手当等の支給も受け

　　られないとされたことにあるものと考えられること。

（イ）以上の事実，殊に，本件の４０２号通達が発出されたのが，在

　韓被爆者に対する被爆者健康手帳の交付の可否を巡って裁判所の

　判断が示され，それまでの被控訴人国の取扱いが見直されようと

　していた時期であること，被控訴人国は裁判所の判断が示される

　に連れて，順次，在外被爆者に対する被爆者健康手帳の交付要件

　の解釈，取扱いを少しずつ拡げていったのであるが，その経過か

　らは，交付を極力限定的なものにしようとする意図が窺われるこ

　と，そして，在外被爆者の出国による失権に関する４０２号通達

　の内容や，それが上記の昭和４９年法律第８６号による原爆２法

　の改正事項に直接関わるものではないにもかかわらず，わざわざ

　その改正に絡める形で４０２号通達に盛り込まれたこと，この通

　達の結果，増大すると考えられていた在外被爆者からの被爆者健

　康手帳の交付申請はそれほど増えなかったことなどからすると，

　４０２号通達は，在外被爆者からの被爆者健康手帳の交付や各種

　手当の支給に係る申請が増大することを予測した上で，そのこと

　への対策として，被爆者健康手帳の交付を受けても出国すれば失

　権し，各種手当も受けられないとの解釈を示し，これに従った行

　政実務の取扱いを徹底して，当事者である在外被爆者に対して，

　被爆者健康手帳の交付等を受けることの意義が極めて限定された

　ものにとどまることを認識させる意図のもとに発出されたもので

　あると認めることができる。

（ウ）しかしながら，４０２号通達が，被爆者健康手帳の交付を受け，

　各種手当の受給権者であっても，日本から出国すれば失権すると

　したのは，原爆２法の解釈として誤りであり，その後に制定され

　た被爆者援護法の解釈としても認められないものである（甲２２

　９，２３４）。

　　すなわち，被爆者法は，いずれも各法律にいう「被爆者」とは，

　原子爆弾が投下された際，当時の広島市若しくは長崎市の区域内

　又は政令で定めるこれらに隣接する区域内にあった者等であって，

被爆者健康手帳の交付を受けたものをいうとしているだけであっ

て，その適用対象者を日本国民に限るような国籍要件等を全く定

めていないのである。ただ，被爆者健康手帳の交付を受けるため

には，その居住地若しくは現在地の都道府県知事等に対して交付

申請をすることを要する旨定めていることから，被爆者健康手帳

の交付を受ける手続上，日本国内に居住若しくは現在することが

必要となるものの，それはあくまでも被爆者健康手痕の交付を受

ける際に必要なのであって，被爆者健康手帳の交付を受けた後に

も継続して必要なこととはされていないのであり，被爆者健康手

帳の交付を受けた後に日本から出国した場合には失権することを

定めたような規定も存在しない。また，被爆者法のような給付行

政に関する法律については，属地主義の原則に厳格に従うべき必

然性はなく，給付を受ける側の人的側面に着目して属人主義的に

解することにも合理性があり，戦傷病者戦没者遺族等援護法，戦

傷病者特別援護法など明文規定なしに海外での適用を認めている

例もあり，被爆者法は社会保障と国家補償双方の性格を併有する

特殊な複合的な法律と解され，その人道的目的に照らしても，日

本に居住も現在もしないからといって当然に適用が否定されると

は解されないのである。被控訴入国は，被爆者法は社会保障法で

あるとの見解に立っていたが，孫振斗訴訟の第１，２審判決及び

最高裁判決により，国家補償的配慮が制度の根底にある複合的性

格であると判断されたことは既に述べたとおりである。そして，

立法過程においても，一旦「被爆者」たる地位を取得した者が，

その後，日本に居住も現在もしなくなることによりその地位を失

うか否かについては，明確に意識した質疑が行われておらず，こ

の点の立法者意思は明らかでないというほかなく，しかも，日本

　に居住又は現在することを被爆者たる地位の効力存続要件と定め

　ることは立法技術上困難であったとは考えられないにもかかわら

　ず，あえてそのような規定は設けられていない。被爆者法の定め

　る各種給付の実施主体が都道府県知事等とされ，居住地を移した

　ときにも都道府県知事等に届け出ることとされているが，いずれ

　も技術的な規定であって，出国による被爆者たる地位の失権の根

　拠となり得るものではない。在外被爆者に対する給付の手続に関

　する規定が法律にないとしても，事務的，技術的事項であって不

　自然とまではいえない。医療給付等，「被爆者」が日本国内に居

　住又は現在し続けなければ受けられない給付について，国外にい

　るために受けられないことがあるとしても，それは「被爆者」側

　の事情によるものであり，それゆえに被爆者としての地位が認め

　られないとするのは本末転倒である。

　　以上によれば，被爆者法の定めからは，被爆者健康手帳の交付

　を受けて，被爆者たる地位を取得した者が，日本から出国するこ

　とによりその地位を失うという４０２号通達のような解釈を導き

　出すことはできないのであって，同通達は，法律の解釈を誤り，

　その定めに反した違法な内容の通達であり，これに従った行政実

　務の取扱いもまた違法といわざるを得ない。

(ｴ)　そして，４０２号通達の内容やそれが出された経緯等からすれ

　ば，そこには在外被爆者からの被爆者健康手帳の交付や各種手当

　の支給に係る申請の増加が予想されたことから，在外被爆者に対

　して，被爆者健康手帳の交付等を受けることの意義が限定された

　ものにとどまることを認識させる意図があったものと認められる

　ことは上記のとおりである。

　　しかしながら，４０２号通達の上記のような解釈は，在外被爆

者に被爆者健康手帳の交付等を認めることの意義を失わせるに等

しいものであることからすれば，このような矛盾した解釈，取扱

いが失権についての明確な規定もなしに許容され得るものかどう

かについて当然に疑問を持つべきであった。また，これと同時に，

都道府県等の区域を越えて居住地を移した場合に失権するとして

いた従来の取扱いを改めていることに関しても，原爆２法自体に

はそのような従来の取扱いについての明確な規定はなく，したが

って，法律上の根拠を欠いた取扱いであった疑いがあり，それを

是正したものと解されるところでもある。さらに，孫振斗訴訟の

第１審判決において，原爆医療法が通常の社会保障法とは異なる

特異な立法であるとされ，その結論からしても国家補償的性格を

併有するものと解し得ることが，既に示されていたという事情も

あり，一この判断は，原爆の被爆による健康被害の特異性，深刻さ

からすれば，十分に首肯することのできるものであった。このよ

うな事情からすれば，制度の性格が社会保障であるとの理解のも

とに，従来から同様の解釈をしていたというだけでは，その解釈

に相当の根拠が存するということはできない。通達を作成し発出

するにあたっては，日本からの出国によって失権するという解釈

や取扱いについて，法律上の根拠があるといえるのかどうかを，

原爆２法の趣旨，目的に則って，類似する他の制度における取扱

いの実際との比較等も含めて，十分に調査検討する必要があった

というべきである。そして，そうしていれば，４０２号通達が違

法であると解される上記のような理由に照らしてみても，少なく

ともその違法であることを認識することは十分に可能であったも

のと認められる。

　しかるに，被控訴人国は４０２号通達の作成，発出の際の具体

　的事情について明らかにしようとせず，本件の全証拠によっても，

　十分な調査検討が行われたものと認めることはできない。それに

　もかかわらず，上記のような意図のもとに，誤った法律解釈に基

　づいて４０２号通達を作成，発出し，これに従った行政実務の取

扱いを継続したことは，法律を忠実に解釈すべき職務上の基本的

　な義務に違反した行為というべきである。本件全証拠からは，そ

　の違法なことを認識し故意があったものとまでは認められないも

　のの，４０２号通達の作成，発出に関わった担当者には少なくと

　も過失があったものと認められる。

(ｵ)　被控訴人国は，公務員が通常尽くすべき注意義務を尽くしてい

　れば，その結果が仮に違法と評価されても，国家賠償法１条１項

　の違法があったと評価されるものではなく，法令の解釈について

　見解が分かれ，そのいずれにもー応の論拠があると認められる場

　合に，その一方の解釈を採ったことが結果的に違法であったとし

　ても，過失があったとはいえない旨主張している。しかしながら，

　被爆者法における被爆者たる地位を取得していても，一旦日本か

　ら出国すればその地位や権利を失うという解釈は，被控訴人国が

　自らそのような解釈を打ち出して運用してきたというにすぎない

　のであって，学説の見解や裁判例が分かれて対立しているような

　場合と同様に考えることはできない。また，その解釈も，明文の

　根拠規定もなしに，一旦，適法，有効に取得された法律上の地位

　を，日本からの出国という事実のみをもって当然かつ一方的に失

　わせるという，他の同種の制度では見られないものである上に，

　被爆者にとっては重大な影響を及ぼすものであることを考慮する

　と，それが公務員としての職務上の注意義務に反しないものとは

　到底いえず，過失がないものということもできない。

　　　したがって，被控訴人国には，国家賠償法１条１項により，違

　　法な４０２号通達の作成，発出と，これに従った行政実務の運用

　　の結果，控訴人らに生じた損害について賠償すべき義務があるも

　　のと認められる（なお，控訴人らはいずれも韓国籍を有する者で

　　あるが，韓国の国家賠償法においてもわが国と同様の国家賠償義

　　務と相互保証主義が定められていることから，相互の保証がある

　　ものと解するのが相当である。）。

イ（ア）４０２号通達が発出されてから，これが，前記郭貴勲訴訟の大

　　阪高裁判決を契機にして平成１５年（２００３年）３月に改めら

　　れるまで，行政実務が４０２号通達に従って運用されてきたこと

　　は既に認定したとおりである。

　　　前述したように，原爆の被爆による健康上の被害が他に例をみ

　　ない特異かつ深刻なものであって，一般の戦争被害とは違った特

　　殊な被害というべきものであり，被爆者法はこのような被爆者の

　　置かれている特別の健康状態に着目してこれを救済するという人

　　道的目的の立法であると解されることからは，この法律を執行し，

　　その目的とするところの実現を担う被控訴入国には，このような

　　法律の趣旨に則った適切な対応が求められているというべきであ

　　る。しかるに，４０２号通達及びこれに従った行政実務の運用は，

　　これに反して，法律の解釈を誤り，被爆者の救済という法律の目

　　的に全くそぐわない，相反するものであったといわざるを得ない。

　　　在外被爆者にとっては，来日して被爆者健康手帳の交付申請を

　行い，その交付を受けて被爆者法における被爆者としての地位を

　取得すれば，被爆者法に基づいて，健康診断とこれに基づいた指

　導，指定医療機関による診察や治療，薬剤・治療材料の支給，療

　養看護等の必要な医療給付，指定医療機関以外で医療を受けた場

　合の医療費の支給等のほか，その疾病等の内容や状態に応じて，

　必要な認定を受ければ，医療特別手当，特別手当，健康管理手当，

　介護手当等の給付を受けることができるのであるが，それも４０

　２号通達及びこれに基づく運用によれば，ひとたび日本から出国

　して居住する国に帰れば，その地位を当然に失って各種の給付を

　受けることもできないことになってしまうのである。そうであれ

　ば，わざわざ被爆者健康手帳を取得してみても，日本に滞在し続

　けない以上，何らの救済も援助も受けられないことになり，事実

　上，在外被爆者が在外被爆者である限りは被爆者法の適用を否定

　するに等しいものということができる。

（イ）４０２号通達は既に改められたものの，被爆者健康手帳の交付

　申請や各種手当の支給認定のためには，現在でも，少なくとも来

　日することが必要とされている。ただ，証拠（甲２４５の１・２，

　乙７４）によれば，現在，在外被爆者からの被爆者健康手帳の交

　付申請については，その負担を軽減するために，来日する前の事

　前申請（仮申請）を認め，これに基づいて事前審査を行い，被爆

　者健康手帳の交付が可能と判断された者について，来日して正式

　の申請を求めて交付するという方法がとられていることや，来日

　のための旅費の支給を内容とする手帳交付渡日事業等が行われて

　いることが認められるが，来日を要することが最大の負担として

　残っていることは依然として否定できない。そして，前述したよ

　うに，原則として来日が可能な者について来日を求めること自体

　は違法とまではいえないとしても，原爆被害の深刻さ，その特殊

　性は在外被爆者についても同様であって，人道的見地からその救

　済が強く望まれることからすれば，在外被爆者のこのような負担

　が早急に軽減されることが望まれるところである。

（ウ）控訴人らの中には，４０２号通達の出された後に被爆者健康手

　帳の交付を受けた者，上記のように同通達及びその取扱いが改め

　られた後に申請をして既に交付を受けた者，現在仮申請中である

　者，申請も仮申請もしていない者等，様々であるが，いずれの控

　訴人らも，前記のとおりの経過で徴用され，広島市で原爆に被爆

　したことは明らかである。そして，被爆による健康被害に苦しみ，

　その影響下での生活上の苦難を受け続けながら，一様に，被爆被

　害に対して，早期に日本国内における内容と差別のない同等の救

　済を受けられることを強く求めていることや（甲２２３，２２８，

　２３７，２３８，２４５の１・２，２４６，弁論の全趣旨），実

　際に，４０２号通達及びこれに従った行政実務の取扱いが続く中

　で，控訴人らが本件訴訟を提起し，また，４０２号通達による取

　扱いが改められた際に生存していた控訴人らのほぼ全員が，被爆

　者健康手帳の交付や健康管理手当の支給に係る申請手続を直ちに

　行っていることからすれば，仮に４０２号通達がなければ，もっ

　と早い時期にそれぞれの申請手続を行っていたものと認めること

　ができる。そして，その申請が認められるべきものであることは，

　既に述べたところから明らかである。

　　しかるに，控訴人らは，原爆の被爆という被害を受けて以来，

被爆に対するいわれのない差別を受けながら，適切な医療も受け

ることができずに募っていく健康や生活への不安，そのような境

遇に追いやられ，在韓被爆者であるが故に何らの救済も受けられ

ずに放置され続けていることへの怒りや無念さといった様々な感

情を抱いていたところ，孫振斗訴訟等を契機に在韓被爆者にも被

爆者健康手帳が交付される途が開かれ，ようやく被爆者法による

救済が期待できる兆しが感じられた途端に本件の４０２号通達が

発出され，以後これに従った行政実務が継続して行われることに

よって，従前にも増して，一層の落胆と怒り，被差別感，不満感

を抱くこととなった。さらに，年月の経過と共に高齢化していく

ことによる焦燥感も加わって，本件訴訟を提起して在韓被爆者援

護の必要性，相当性を訴えるとともに，４０２号通達及びこれに

従った行政実務の取扱いの違法性，不当性を主張するという具体

的な行動にまで出ざるを得なくなったものであり，控訴人らが，

このような精神的損害というに足りる多くの複雑で深刻な感情を

抱かされてきたことが上記の各証拠及び弁論の全趣旨によって認

められる。

　本件の４０２号通達は，被爆者法の「被爆者」に対し法律によ

って認められる具体的な権利や利益に直接的なかかわりをもち，

その影響は行改組織内部にとどまらずに「被爆者」にも及び，

「被爆者」としての具体的な権利や利益を喪失させるものであっ

て，行政実務においてもこれに従った取扱いが行われたことから

すれば，通達が，本来は行改組織内部においてのみ法的拘束力を

有するものであるとしても，４０２号通達及びこれに従った取扱

いによって，「被爆者」ないしその実質的要件を満たしている関

係にある控訴人らの上記精神的損害が生じたことが否定されるも

のではない。

　また，被爆者法は，いうまでもなく広島，長崎で原爆を被爆し

て健康被害を受けた被爆者を対象とするものであって，広く一般

の国民や外国人を対象とするものではない。当然ながら，４０２

号通達の対象も同様であり，その意味では，この通達は，そのよ

うに限定された範囲の被爆者を対象として行われた一種の処分に

も匹敵する実質を有するものということもできるのである。さら

　に，被爆者の救済という特殊な目的を有する制度，法律に関する

　事柄であることをも併せ考慮すると，本件と他の通達の違法の問

　題一般とを同様に考えることはできない。

（エ）　そして，控訴人らの精神的損害については，被爆者健康手帳を

　既に取得している者と，そうでない者との間で，本件４０２号通

　達により被ったであろう上記のような失望感，不満感，怒り，無

　念さ，被差別感，焦燥感等の感情に差異はなく，また，この点は

　各控訴人ら相互の間においても同様であって，その精神的損害の

　程度に違いはないものと認めるのが相当である。

　　被控訴人国は被爆者健康手帳の交付を受けていない控訴人らに

　ついては，４０２号通達は，来日してその交付を受けることを妨

　げるものではなく，また，被爆者健康手帳の交付を受けている控

　訴人らも含めて，同通達によって被爆者法の被爆者たる地位を喪

　失するとしても，それは法律に基づく各種の給付請求権を失うこ

　とにほかならず，そのことと離れて独立に法的保護に値する精神

　的損害があるとは考えられないなどと主張する。

　　しかし，４０２号通達が在外被爆者の来日それ自体を直接に妨

　げるものでないことは，その主張のとおりではあるが，前述のよ

　うに，この通達自体が，予想された在外被爆者からの被爆者健康

　手帳の交付申請等の増加への対策として発出されたものと認めら

　れる上に，そのために来日して被爆者健康手帳の交付を受けるこ

　との意義が著しく損なわれ，実際に交付申請が大幅に増えること

　もなかったことからすれば，控訴人らを含む在韓被爆者の来日を

妨げる効果があり，またそれは被控訴人国が意図していたところ

でもあったと認めるのが相当である。４０２号通達がなければ，

　困難な事情を乗り越えてでも来日して被爆者健康手帳の交付を申

請し，各種手当の支給に係る申請をしたであろうものが，４０２

号通達のために，被爆者健康手帳の交付や各種手当の支給認定を

受けてもほとんど意味がないものとされ，その後，年月の経過や

高齢化により，来日することの負担が一層増大したということも

十分に考えられるのであって，その精神的損害が既に被爆者健康

手帳の交付を受けている場合よりも小さいということはできない。

　そして，被爆者法における被爆者たる地位が，突き詰めれば法

の定める各種の給付請求権に具体化されるものであることも被控

訴人国の主張するとおりであるが，そのような給付を受けること

のできる地位そのものが誤った解釈に基づく通達とこれに従った

行政実務の取扱いによって否定されたこと，そして，そのような

状態が続く中で，これを正すために本件訴訟を提起してまでその

違法を主張せざるを得なかったことに伴う精神的損害は，通達及

び行政実務の取扱いが改められたからといって解消されるもので

はなく，その意味では給付請求権とは別個独立に保護されるもの

というべきである。

　現在の，多様化した社会の中での生活においては，他者から内

心の静穏な感情を害されることがあっても，一定限度では甘受す

べきものとは考えられるものの，社会通念上その限度を超えると

認められる場合には，人格的な利益として法的に保護されるもの

と解すべきである。本件は，原爆の被爆という他に例を見ない深

刻な被害を受けた被爆者の救済に関して，被控訴人国の発出した

通達が法の解釈を誤ったものであったという特殊な事案に関する

ものであり，これにより訴訟の提起にまで至った控訴人らが被っ

た上記のような精神的損害の深刻さ，重大性，特異性に照らせば，

その受忍すべき限度を超えて法的な保護の対象となるものと認め

　るのが相当である。

（オ）　現在，控訴人ら在外被爆者自身の叫びに加えて，多くの人々の

　協力もあって，ようやく，在外被爆者の救済の必要性が認識され，

　少しずつではあるが，改善の兆しが見えてきているといえる。し

　かし，被爆者らの高齢化を考えると，救済は急がれるのであって，

　早急に可能な限りの保護，援護が望まれるところであるが，この

　ように救済が遅れてしまったことについても，結果として在外被

　爆者を形式的に切り捨てることになったとも評価し得る本件４０

　２号通達の存在が大きく影響しているといわなければならない。

（カ）以上の点に加えて，被爆者法による給付の内容や健康管理手当

　の額，本件訴訟の提起に至る経緯や訴訟の経過，そして訴訟提起

　から４０２号通達及び行政実務の取扱いが改められるまでの期間，

　その他本件において認められる諸般の事情をも併せ考慮すると，

　控訴人らの上記精神的損害に対する慰謝料としては，控訴人らそ

　れぞれについて１００万円が相当と認められる。そして，弁護士

　費用としてはそれぞれ２０万円が相当と認められる。

　　なお，控訴人らは，従前，既に健康管理手当の支給認定を得て

　いた控訴人らについては，４０２号通達によって日本からの出国

　を理由に失権したとして支給を受けられなかった期間の健康管理

　手当相当額の損害がある旨主張している。しかし，上記のとおり

　４０２号通達が違法と解されるのであれば，それによる失権の処

　理は無効というべきであるから，支給認定を得ていた控訴人らに

　は依然として支給を求める権利が存するものと解されるのであっ

　て，損害が生じているということはできない。もっとも，控訴人

　らによれば，被控訴人国による時効消滅の主張が予想され，未支

　給分の全額の支払を受けられるかは明らかでないというのである

　　　　　が，そうであるからといって，現時点で未支給分全額を控訴人ら

　　　　の損害と認めることはできず，また具体的な不支給分を認定し得

　　　　るものでもない。また，控訴人らは，未だ被爆者健康手帳の交付

　　　　を受けていない控訴人らや，被爆者健康手帳の交付は受けたもの

　　　　の健康管理手当の支給認定を得ていない控訴人らについても，健

　　　　康管理手当相当額の損害があるとも主張するが，具体的に支給認

　　　　定の申請をしていない場合にまで健康管理手当相当額の損害が生

　　　　じているものと認めることはできない。したがって，この点の控

　　　　訴人らの主張は認められない。

（三）立法不作為による損害賠償責任について

　　控訴人らは，在韓被爆者に対する補償立法の必要性があり，国会がこ

　れを怠っていることは違法であると主張する。

　　国会議員は，立法に関しては，原則として，国民全体に対する関係で

　政治的責任を負うにとどまり，個別の国民の権利に対応した関係での法

　的義務を負うものではない。国会議員の立法行為は，立法の内容が憲法

　の一義的な文言に違反しているにもかかわらず国会があえて当該立法を

　行うというごとき，容易に想定しがたいような例外的な場合でない限り，

　国家賠償法１条１項の規定の適用上，違法の評価を受けないものである

　（最高裁判所昭和５３年(ｵ)第１２４０号昭和６０年１１月２１日第一小

　法廷判決・民集３９巻７号１５１２頁）。

　　本件のような戦争被害の一環としての原爆の被爆による被害について，

　どのように援護若しくは補償し，救済を図るかといった事柄は，基本的

　には立法府の裁量的判断に委ねられていると解されるものである。この

　点，控訴人らは，帝国議会衆議院における決議の存在，日本国憲法前文，

　９条，１３条，１４条，１７条，２９条１項及び３項，４０条並びにB

　規約２６条の規定の解釈上，当然にその主張のような内容の補償立法を

　する義務が国会にあると主張する。しかし，このような補償立法は，社

　会・経済・財政事情のほか，わが国の国民感情，補償措置を講じた場合

　の諸々の社会的影響，日韓関係を含む外交上の問題等を考慮した上で行

　われるべきもので，多分に政治的配慮を必要とするだけでなく，補償対

　象者の範囲，補償事由，補償額及び補償措置を講ずるための手続につい

　て立法技術上あるいは運用上複雑で困難な問題を有しているのであって，

　控訴人ら主張の決議や規定のみを根拠として，一定内容の補償立法をす

　る義務が国会又は国会議員に課されていると認めることはできない。そ

　うすると，控訴人ら主張のような在韓被爆者に対する補償立法を行うこ

　とが，憲法上必須の要請であるということはできず，一義的にそのよう

　な立法を行うべき義務が定められているということもできない。控訴人

　らの主張は，立法府の裁量的判断に属することを否定するものであって

　認められない。

　　控訴人らは，らい予防法に関する立法不作為が問題とされた裁判例に

　ついても言及しているが，本件とは事案の性質，内容を異にするもので

　あって，同様に考えることはできない。したがって，立法不作為を理由

　とする損害賠償責任に関する控訴人らの主張は認められない。

（四）無効な供託による債権侵害の不法行為について

（１）控訴人らは，旧三菱による昭和２３年（１９４８年）９月７日の控

　　訴人らの未払賃金等についての弁済供託は，供託要件を欠くなどして

　　無効のものである上，これは控訴人ら朝鮮人徴用工からの未払金支払

　　要求や補償要求を封じることを目的として被控訴人国が旧三菱ら各企

　　業を指導し，各企業がこれに荷担，共謀して行われたもので，供託内

　　容に照らしても最初から被供託者への払渡しを予定しておらず，控訴

　　人らの権利行使を積極的に妨害する債権侵害の不法行為であり，また，

　　被控訴人国については，このような違法，無効な供託を受理した違法

　行為もあるとして，損害賠償責任が存する旨主張している。

（２）証拠（甲２２２，２２７の１ないし１０，２３３，２３９ないし２

　４１，２４３，丙１３，１９の１ないし４）及び弁論の全趣旨によれ

　ば，未払賃金等の供託について，次の各事実が認められる。

　ア　終戦後まもなくから，徴用に応じた者を含め日本での労働に従事

　　してきた朝鮮人労働者やこれを支援する朝鮮人連盟により，朝鮮人

　　労働者を使用していた各企業に対する未払金の支払や補償の要求が

　　各地で相次いで起こり，当事者間での交渉では解決できずに都道府

　　県などが仲介に入って交渉が進められるものや，激しく対立して紛

　　争となるものもあった。このような状況に対して，被控訴人国は，

　　昭和２１年（１９４６年）６月２１日付け厚生省事務次官通牒で，

　　委任を受けた場合を除き朝鮮人連盟には事業主との交渉権限はない

　　との見解を示し，次いで同年７月１１日には，厚生省労政局給与課

　　長名の書面で，各府県内務部長等に宛て，朝鮮人連盟には法人格が

　　なく団体として委任を受けて行為することはできない旨指摘した上，

　　朝鮮人労務者等に対する未払金その他の処理については供託の方針

　　で研究中であることを明らかにした。そして，同年９月には正式に

　　供託によることを決定して，同年１０月１２日，厚生省は「朝鮮人

　　労務者に対する未払金その他に関する件」との通牒を出して，各企

　　業に対し未払金の供託を指導し，これを受けて，各企業は，債権者

　　の居所不明等を理由に未払金を供託することとなった。

　イ　旧三菱においても，昭和２３年（１９４８年）９月７日，控訴人

　　らを含む広島機械製作所及び広島造船所の朝鮮人労働者１９５１名

　　に対する未払賃金及び国民貯金について，債権者の居所不明により

　　交付することができないことを原因として，未払金合計１７万８４

　　７９円６６銭を当時の広島司法事務局に供託した。この供託手続で
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